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Ⅰ．高速道路株式会社法第１０条に基づく事業計画について

事業計画については、高速道路株式会社法第１０条に基づき、高速道路株式

会社（以下「会社」という。）が、毎事業年度の開始前に、その事業年度の事業

計画を定め、国土交通大臣の認可を受けることとなっている。

 なお、事業計画を申請するに当たり、高速道路株式会社法施行規則第１１条

第１項で規定されているとおり、資金計画書及び収支予算書を添えて、国土交

通大臣に提出することとなっているため、事業計画以外にも当該事業年度の資

金計画書及び収支予算書も添付する。 

 令和２事業年度の事業計画については、事業全体としては総額１，８３７億

円の事業費、うち高速道路事業に係る総額は１，７８７億円の事業費を予定し

ている。

資金計画については、合計１，３１１億円の資金を民間金融機関からの借入

金等により調達する予定である。

収支予算については、当期純利益は１億円の見込みである。
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Ⅱ．事業計画

１．高速道路事業に係る事業計画

令和２事業年度における高速道路事業については、高速道路の新設・改築及

び維持、修繕、災害復旧等で構成される。

高速道路の新設・改築については、阪神圏の高速道路ネットワークを形成す

る一般国道１号（淀川左岸線延伸部）及び一般国道２号（大阪湾岸道路西伸部

（六甲アイランド北～駒栄））などを継続実施するため、２５５億円の事業費（一

般管理費、建設中利息を除くと２３９億円）を予定している。また、大阪府道

高速大阪松原線（喜連瓜破付近）の大規模更新を実施するため、約１２億円の

事業費（一般管理費、建設中利息を除くと約１１億円）を予定している。

高速道路の維持、修繕、災害復旧その他の管理については、適正かつ効率的

な維持管理や道路施設について中長期的に管理するために必要な修繕を実施す

るため、９４１億円の事業費を予定している。また、長期にわたる安全性を確

保するために必要な大規模更新及び大規模修繕を実施するため、５７９億円の

事業費を予定している。

なお、他の高速道路株式会社の事業範囲における高速道路の新築・改築及び

維持、修繕、災害復旧等の事業は、本事業年度において事業実施予定はない。

以上の内容をまとめると、高速道路事業に係る令和２事業年度の事業計画は

以下のとおりである。

事業区分 事業の概要（実施の方法・事業量） 所要資金の額

高速道路の新設、改築 一般国道１号（淀川左岸線延伸部）など計

３路線２６．５㎞（※１）の新設等 ２５５

大阪府道高速大阪松原線（喜連瓜破付近）

０．２ｋｍの大規模更新 １２

高速道路の維持、修繕、災害復旧

その他の管理

大阪府道高速大阪池田線など計２０路線

２５８．１㎞（※１）の維持、修繕、災害

復旧その他の管理 ９４１

大阪府道高速大阪堺線（湊町付近）等の大

規模更新

大阪府道高速大阪池田線など計１３路線８

６ｋｍの大規模修繕 ５７９

高速道路株式会社法第５条第２

項に規定された以外の高速道路

における新設、改築 ―

高速道路株式会社法第５条第２

項に規定された以外の高速道路

における維持、修繕、災害復旧等 ―

合計Ａ（高速道路事業）
１，７８７

注１）単位未満四捨五入のため、合計とは端数において合致しないものがある。

※１）令和２事業年度期首時点

単位：億円
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２．高速道路事業以外の事業に係る事業計画

令和２事業年度における高速道路事業以外の関連事業については、休憩所等の

建設・管理、国、地方公共団体等の委託に基づき行う道路の新設、改築、維持、

修繕等及びその他の事業で構成される。

高速道路の休憩所等の建設・管理については、高速道路の供用と共に既存パ

ーキングエリアの適正な管理を実施するために、２億円の事業費を予定してい

る。

国、地方公共団体等の委託に基づき行う道路の新設、改築、維持、修繕等に

ついては、高速道路事業に関連する他の道路事業の委託事業を着実に実施する

ため、３７億円の受託事業費を予定している。

なお、その他の事業については、駐車場業、道路マネジメント事業、不動産

の賃貸業に関する事業等を実施するために、１１億円の事業費を予定している。

以上の内容をまとめると、高速道路事業以外の関連事業に係る令和２事業年

度の事業計画は以下のとおりである。

合計（Ａ＋Ｂ）（全事業）
１，８３７

注１）単位未満四捨五入のため、合計とは端数において合致しないものがある。

※２）この中には、高速道路株式会社法第５条第５項に基づく、国、地方公共団体、地方

道路公社以外の事業者の委託に基づき行う道路の新設、改築、維持、修繕等（所要資

金１．５億円）を含む。

※３）この中には、海外社会資本事業への我が国事業者の参入の促進に関する法律第１０

条第１項に基づく海外道路調査等事業等（所要資金０．５億円）を含む。

事業区分 事業の概要（実施の方法・事業量） 所要資金の額

高速道路の休憩所等の建設・管理 兵庫県道高速神戸西宮線京橋パーキング

エリアなど１６箇所の管理等 ２

国、地方公共団体等の委託に基づ

き行う道路の新設、改築、維持、

修繕等（※２）

「大阪市道高速道路淀川左岸線（２期）建

設事業にかかる工事受委託に関する基本

協定書」に基づく受託工事ほか ３７

高速道路株式会社法第５条第２項

に規定された以外の高速道路の休

憩所、給油所等の建設・管理 ―

その他の事業（※３） 駐車場業２４２箇所、道路マネジメント事

業２件、不動産の賃貸業９箇所等 １１

合計Ｂ（高速道路事業以外）
５０

単位：億円



令和２事業年度の資金計画書は以下のとおりである。

(単位：億円)

高速道路事業以外

収入の部

(営業的収入)

高速道路事業営業収入 1,991 1,991 －

関連事業営業収入 53 － 53

ＳＡ・ＰＡ事業収入 1 － 1

その他の事業収入 15 － 15

受託業務収入 37 － 37

営業外収入 － － －

(借入金等)

社債・借入金 1,311 1,311 (1,268) －

機構からの無利子借入金 6 6 (6) －

社債 950 950 (950) －

民間借入金 355 355 (312) －

前期繰越金 405 383 (198) 22

3,760 3,685 (1,466) 75

支出の部

(営業的支出)

高速道路管理費 389 389 －

道路維持費 165 165 －

道路業務管理費 132 132 －

その他の道路管理費 93 93 －

道路資産賃借料 1,530 1,530 －

関連事業営業費 49 － 49

ＳＡ・ＰＡ事業管理費 1 － 1

その他の事業管理費 11 － 11

受託事業営業費 37 － 37

(資本的支出)

高速道路新設・改築費 255 255 (254) －

新設・改築費 239 239 (239) －

一般管理費 12 12 (12) －

支払利息等 3 3 (3) －

高速道路特定更新等工事費（改築） 12 12 (12) －

新設・改築費 11 11 (11) －

一般管理費 1 1 (1) －

支払利息等 0 0 (0) －

高速道路修繕費 551 551 (423) －

修繕費 520 520 (394) －

一般管理費 28 28 (25) －

支払利息等 3 3 (3) －

高速道路特定更新等工事費（修繕） 579 579 (579) －

修繕費 560 560 (560) －

一般管理費 16 16 (16) －

支払利息等 3 3 (3) －

関連事業建設費 1 － 1

ＳＡ・ＰＡ事業建設費 1 － 1

その他の事業建設費 1 － 1

社債等償還金 － － －

次期繰越金 393 368 (198) 25

3,760 3,685 (1,466) 75
※ 　端数処理の関係により合計が一致しない場合がある。
※ 

※ 

合計

　高速道路事業欄の（　）書きは、独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構に帰属する道路資産の
形成に係る資金計画であり、令和元年度未執行分を加味したものである。

　高速道路管理費及び高速道路修繕費には、高速道路事業の利益剰余金を活用した、安全対策やサービ
ス高度化に資する事業に伴う支出（２億円）を含む。
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■資金計画書

科目

合計

　　　　金額

高速道路事業

合計



■収支予算書

令和２事業年度の収支予算書は以下のとおりである。

(単位：億円)

高速道路事業 高速道路事業以外

Ⅰ．高速道路事業営業損益

１．営業収益 2,784 2,784 -

（１）料金収入 1,810 1,810 -

（２）その他収入 974 974 -

　　　・道路資産完成高 974 974 -

２．営業費用 2,779 2,779 -

（１）道路資産賃借料 1,391 1,391 -

（２）道路資産完成原価 974 974 -

（３）管理費用 414 414 -

　　　・維持修繕費 150 150 -

　　　・管理業務費 122 122 -

　　　・一般管理費 69 69 -

　　　・租税公課 6 6 -

　　　・減価償却費 67 67 -

（４）引当金等 - - -

　　　　　　高速道路事業営業利益 5 5 -

Ⅱ．関連事業営業損益

１．営業収益 49 - 49

（１）ＳＡ・ＰＡ事業収入 1 - 1

（２）その他の事業収入 14 - 14

（３）受託事業収入 34 - 34

２．営業費用 46 - 46

（１）ＳＡ・ＰＡ事業費 1 - 1

（２）その他の事業費 11 - 11

（３）受託事業費 34 - 34

　　関連事業営業利益 3 - 3

　　全事業営業利益 8 5 3

Ⅲ．営業外収益 - - -

Ⅳ．営業外費用 5 5 -

経常利益 2 0 3

Ⅴ．特別利益 - - -

Ⅵ．特別損失 - - -

　税引前当期純利益 2 0 3

　法人税、住民税及び事業税 1 0 1

　法人税等調整額 - - -

　当期純利益 1 ▲ 1 2

※
※

※
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科目

合計

　　　　金額

端数処理の関係により合計が一致しない場合がある。
本様式は、高速道路事業等会計規則第６条の別表第二第２号様式に示される損益計算書と異なる。
また、同規則第６条の別表第一に示される勘定科目の項目区分とも一致していない。

高速道路事業営業利益には、高速道路事業の利益剰余金を活用した、安全対策やサービス高度化に
資する事業に伴う損失（▲１億円）を含む。


